
労働契約書

　〇〇株式会社を甲とし、〇〇〇〇を乙として、甲乙間に下記のとおり雇用契約を締結する。

記

（遵守義務）

第1条　甲は乙を甲の従業員として雇用し、乙は本雇用契約を遵守し、誠実にその職務を遂行するものとする。

（雇用期間）

第2条　乙の雇用期間は、平成〇〇年〇〇月〇〇日より平成〇〇年〇〇月〇〇日までの間とする。ただし、平成〇〇年〇〇月〇〇日より平成〇〇年〇〇月〇〇日までの間は試用期間とする。

２　なお、業務の都合により、乙の雇用期間を延長することがある。

（就業場所及び業務内容）

第3条　乙の就業場所は、〇〇支社経理課とし、業務内容は経理業務全般とする。

２　なお、業務の都合により、乙の就業場所又は業務内容の変更を命ずることがある。

（就業時間）

第4条　乙の就業時間は、午前〇時より午後〇時までとする。ただし、午後〇時より午後〇時までの間は休憩時間とする。

２　なお、業務の都合により、乙を所定就業時間外に就業させることがある。

（休　日）

第5条　乙の休日は、土曜日、日曜日、国民の祝日、及び年末年始とする。

２　なお、業務の都合により、乙を休日に就業させることがある。

（休暇・休業）

第6条　乙の休暇・休業については、次のように取り扱う。

(１)　年次有給休暇

　勤務が継続して６か月に至ったときは、労働基準法の定めにより、有給休暇を与える。

(２)　生理休暇・産前産後休暇

　労働基準法の定めにより、休暇を与える。

(３)　育児・介護休業

　育児介護休業法の定めにより、休業を申し出ることができる。

(４)　裁判員休暇

　裁判員制度により裁判所に出頭する場合、裁判所が必要と認める日数の休暇を与える。

（年次有給休暇の時間単位での付与）

第7条　労使協定に基づき、前条(１)の年次有給休暇の日数のうち、１年について５日の範囲内で、次により時間単位の年次有給休暇（以下「時間単位年休」）を付与する。

２　時間単位年休付与の対象者は、第４条に定める１日の就業時間が５時間以上の者とする。

３　時間単位年休を取得する場合の、１日の年次有給休暇に相当する時間数は、以下のとおりとする。

(１)　所定労働時間が５時間を超え６時間以下の者…６時間

(２)　所定労働時間が６時間を超え７時間以下の者…７時間

(３)　所定労働時間が７時間を超え８時間以下の者…８時間

４　時間単位年休は１時間単位で付与する。

５　上記以外の事項については、前条の年次有給休暇と同様とする。

（賃金及び手当）

第8条　乙の賃金については、次のように取り扱う。

(１)　時間給とし、１時間850円とする。

(２)　就業時間が深夜業となる場合は、その時間分につき２割５分増しとする。

(３)　所定就業時間外に労働させ、法定労働時間を超えた場合は、その時間分につき２割５分増しとする。

(４)　休日に労働させた場合は、その時間分につき３割５分増しとする。

(５)　通勤費は実費を支給する。

（休暇・休業期間中の賃金）

第9条　乙の休暇・休業期間中の賃金については、次のように取り扱う。

(１)　年次有給休暇

所定労働時間労働した場合に支払われる通常の賃金を支給する。なお、第７条の時間単位年休に支払われる賃金額は、所定労働時間労働した場合に支払われる通常の賃金の１時間当たりの額に、取得した時間単位年休の時間数を乗じた額とする。

(２)　生理休暇・産前産後休暇、育児・介護休業

無給とする。

(３)　裁判員休暇

有給とする。

（社会保険）

第10条　乙は健康保険、厚生年金の被保険者とする。

（チェックオフ）

第11条　次に掲げるものは、乙の賃金より控除できるものとする。

(１)　源泉所得税

(２)　住民税

(３)　雇用保険料の被保険者負担額

(４)　健康保険、厚生年金の被保険者については、その被保険者負担額

(５)　その他、従業員代表との書面による協定により、賃金より控除することとしたもの

（賃金の支払）

第12条　賃金は、毎月10日に締め切り、毎月25日に所定の金融機関口座へ振り込むものとする。ただし、25日が休日の場合の振込日は、25日前の直近の金融機関営業日とする。

（昇　給）
第13条　毎年１回、能力評定を行い、成績優秀の場合は、毎年４月度の賃金より、昇給させることがある。

（賞　与）
第14条　賞与は各期の業績に応じ上期（１月１日～６月末日）分を６月に、下期（７月１日～12月末日）分を12月に、それぞれの支給日に在籍する者に対して支給することがある。支給基準は会社が業績等を勘案してその都度決定する。

（退職金等の支給）

第15条　勤続〇年以上のパートタイム従業員が退職したとき、又は解雇されたときには、別に定める「給与規程」及び「退職年金規程」の定めるところにより退職金及び退職年金を支給する。ただし、懲戒により解雇された者等は、退職金の一部又は全部を支給しない。

（忠実義務）

第16条　乙は、次の事項を忠実に遵守し、勤務するものとする。

(１)　会社の名誉及び信用を傷つける行為をしないこと

(２)　業務で知り得た、会社及び取引先等の機密を他に漏らさないこと

(３)　みだりに、遅刻、早退、私用外出、欠勤をしないこと。やむをえない場合は、事前に届け出ること

(４)　勤務期間中は、みだりに就業場所を離れないこと

(５)　許可なく、職務以外の目的で、会社の施設、物品等を使用しないこと

(６)　職務を利用して、自己の利益を図り、また、不正な行為を行わないこと

（業務上災害）

第17条　甲は、乙が業務上負傷したときは、労働基準法等の労働諸法令に定める災害補償を行う。

（その他）

第18条　その他の労働条件については、労働基準法等の労働諸法令に定めるところによる。また、労働基準法等の労働諸法令に定めがない事項の取扱いについては、甲乙がその都度協議して決定するものとする。

２　甲乙のどちらか一方が、本契約書に違反した場合は、相手方は直ちに本契約を破棄することができる。

３　本契約書の有効期限は、雇用期間満了までとする。

４　本契約書は正副１通ずつ作成し、正本は乙、副本は甲がそれぞれ保管する。

　　平成○○年○○月○○日

甲　○○株式会社

　　　人事部長　○○○○

乙　　　　　　　○○○○
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